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1 目的

九州北西沖合域から東シナ海南部に至る海域を主な漁場とする大中型まき網漁業（以

下 「本漁業Jという。）は、平成初期 （元年～5年平均値）と比べ、近年（平成 24～28

年平均値）は、 操業する漁船数、水揚数量・金額（九州管内水揚分）ともに約 3分の l

にまで減少し、また使用する漁船の平均船齢は25年（既導入改革船除く）、乗組員の平

均年齢は50才を超える状況にある。

このことから、省コスト、 省力（人）化等に資する改革型漁船の導入による使用船の

更新、操業体制の合理化、また漁獲物の付加価値化等の取り組みによる収益性の向上と、

将来を見据えた人材確保・育成対策（ハード・ソフト両面）の推進を図ることを本地域

プロジェク トにおける改革計画策定とその実証の目的とする。

2.地域の概要

( 1 ）本漁業の概要と位置づけ

本漁業は、平成 29年 3月現在で 20船団（92隻）が営まれており、マアジ・サバ類

などの浮魚類を対象に、当該海域において、直近の平均値（H24～28年）で年間 12.0 

万トンのマアジ ・サパ類等の浮魚類を漁獲し、長崎県内魚市場（松浦・長崎）を中心に

唐津などの九州北西地区の魚市場において 174億円の水揚販売を行っている。

なお、近年は資源状況の変化や漁場形成に応じて、約半数（6～10ケ統）は時期的に北

部太平洋海域や日本海海域へ出漁する船団もあり、全ての海域を含めた生産規模は 17.I 

万トン・246億円 <H24～28平均値）になる。

前述の通り、その生産規模が減少傾向にあることに加え、外国漁業と漁場を競合する

厳しい操業環境下にあるが、九州北西地域を主体とする産地市場、冷蔵加工、造船など

の関連産業を支える基幹漁業の役割、また現在においても約 l,000名の乗組員が従事し

ており、地域雇用を支える役割も担っている。

（大中型まき網操業許可海域図）
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( 2）本漁業の操業形態と構造改革との関係性

本漁業には、①東海黄海海区を主体とした操業を行う網船 135トン型の船団と②九州

西部海区を主体に操業する網船 80トン型の船団が存在し、特に前者（①135トン型）

については保有する海区許可によっては日本海・太平洋の他海区も併用する場合もあり、

船団によって異なる漁場利用パターンが存在するため、現行の操業形態に応じた構造改

革が必要となっている。

［本地域プロジェクト参加船団における漁場利用パターン〕

五吋片言葉
会 i或 的 に 繍2自（ 135トンlrl)
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［近年の漁場利用パターン別操業形態（平成29年3月現在））

他海区との併用
現行

主たる漁場
綱船

出議判断 出漁海区（主対象魚）

東シナ海南部海域
漁場形成 太平洋 （号ハ’・イワシ）

（遠洋主体型）
他海区操業なし

計画出漁 太平洋（-IJJ¥ • . イワシ） ・日本海液

東シナ海南部～九州北海域

大型 （遠洋近海併用型）
漁場形成 太平洋（切り

135GT 

東シナ海北部～九州北海域
計画出漁 太平洋 （カツオ・暗11・ ・イワシ）

（中近海併用型）
他海区操業なし

九州北～日本海海域
計画出漁 日本海滋 ・太平洋（iJI¥.・イワシ）

（日本海主体型）

中型 九州西部海域
他海区操業なし

80目 （近海主体型）

合計

※中部・北部日本海
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( 3）これまで認定を受けた改革計画について（平成 29年3月末時点）

本漁業の背景から、本地域フロジェクトでは、漁場利用パターン等の操業形態に応じ、

また構造改革グランドデザインに基づく構造改革を進めるため、これまで8件の改革計

画を策定（建造中も含め計 12隻の改革型漁船を導入）し、うち 2件は実証 （5年間）

を完了、 4件は実証中、 2件は2017年期中から実証を開始する予定となっている。

[ 1号計画・実証完了済み】

改革型網船 (199トン）‘改革型灯船兼用運搬船（245トン）を用いた 4隻 48名体制に

よる実証試験

①計画認定： 平成20年2月

②実証期間： 平成21年 1月7日から平成 26年 l月6日

③実証に用いた船舶および人員： 4隻48人体制

網船 灯船兼用運搬
運搬船

（改革型） 船（改革型）

第 81天王丸 第 73天王丸 第 75天王丸

199トン 245トン 339トン

22人 8人 9人

運搬船

第 85天王丸

320トン

9人

④操業海域： 東海黄海海区・西部日本海海区 ・北部太平洋海区（カツオ・マグロ含む）

⑤主な取組事項の結果（計画 5年間の平均値）

(0計画通りの効果を確認・ム計画通りの効果が確認できなかった）

＜生産に関する事項（売り上げの向上に関する事項含む）＞

－隻数の削減等による漁傍経費の軽減を図る。

ムキ5年間の平均漁掛経費は、 現状と比べ 65百万円削減されたものの、改革

計画目標 ］.6億円削減には至らなかった。その主な要因としては、隻数を減

らしたことで、修繕費が現状と比べ 25百万円削減されたものの、リニュー

アル工事等により計画値を 51百万円上回ったことにあると考えられる（計

画達成率 ：40%）。

－省エネ運航体制の確立等による省エネ化

O＝＝今5年間の平均燃油消費量は、現状と比べ 11%の省エネ化が図られ、改革計

画で目標とする 7%省エネ化を達成した。

－灯船兼用運搬船の活用により漁獲物の沖止め回数を削減し、より高鮮度状態での

漁獲物出荷を行う事で販売単価の向上を図る。

O＝＝今北部太平洋海区では、東日本大震災の影響により計画5年間中における市

場側の受け入れ環境が復旧していなかったが、灯船兼用運搬船を含む運搬船

3隻での効率的な出荷を行うこ とができ、販売単価は 344円で、現状と比べ

204%高であった。

ムキ東海黄海および西部日本海海区での販売単価は 116円／kgで、現状と比べ

3%高い単価で販売できたが、実証期間中は東シナ海南部など遠方漁場への

出漁機会が少なく、 既存運搬船2隻による出荷が主体で、灯船兼用運撮船は

灯船として主に使用したため、本取り組み（沖止め回数の削減）による効果

として判断できるまでの実証には至らなかった。
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＜流通販売に関する事項＞

・大型コンテナポックス利用による高鮮度保持および荷役作業の合理化

O＝今現状は一部の市場におけるブリ等の大型魚種の利用だけに留まっていた

が、鮮度保持効果の評価が高まり、松浦、長崎、福岡等の地域内の主要各市

場でマアジ・サパ等の多くの魚種の水揚げへの使用が進みつつある（数値的

な目標値設定はないが、概ね所期の計画は達成）。

⑤収益の結果
表 lの通り、 5年間の平均償却前利益は 198百万円／年で、改革計画の目標値（5
年間平均） 146百万円／年を上回り、次世代船建造は十分可能であると判断された

⑦成果

・199トン (1層甲板型）の網船は本実証船以降、太平洋海区も含め同船型の導入

が進んでおり（当地域計 3隻）、先駆的なモデル船型となった。

・船団隻数の合理化による省エネ効果は大きいことが確認された。

－灯船兼用運搬船を含む運搬船3隻体制について、北部太平洋海区でのカツオ操業

のように遠方漁場の場合は、その有効性が確認された。また、現状と比べて漁獲

量の増加は確認されなかった。

・大型コンテナボックス利用による水揚形態や衛生管理の高度化は、松浦、長崎、

福岡など当地域内主要魚市場の標準的な取り組みとなってきている。

③課題

・修繕費について、計画段階において、新船は導入当初の追加補修工事、継続使用

船（高船齢船）は経年劣化等による突発的な修繕工事の発生を考慮する必要があ

る。

・燃油の消費量は安定していたが、遠方海域にも出漁する本漁業形態の場合、価格

高騰による収益への影響は大きい。

－集魚灯を用いる東シナ海から九州北西海域では、灯船兼用運搬船は灯船としての

使用が主体となるため、同海域での運搬船3隻体制による販売単価の向上効果は

少ない。
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表1 実証船の実績 (I号計画） （単位：水揚量はトン、その他は千円）

改革計画 実証試験の結果
現状

1年同 2年同 3年同 4年同 5年開 l年同 2年同 3年同 4年同 5年同

収 入

水揚量 9, 651 7. 553 7, 553 7, 553 7, 553 7. 553 7司 773 JO. 778 8, 977 8. 219 7, 174 

水揚高 l. 304, 190 I, 220, 641 I. 220, 641 1,220.641 I. 220, 641 l. 220. 641 I, 355. 370 l, 311. 181 1, 402, 291 I, 472. 707 1, 306. 532 

（単価円／kg) !l35l (162) 同左 同左 同窓 同左 (174) (122) (!56) (179) ll82) 

経 1設

人件費 368. 184 343. 396 343, 396 343, 396 343, 396 343. 396 375, 788 342, 908 391, 724 363. 962 342. 813 

燃油代 386. 400 357. 000 357, 000 357. 000 357. 000 357, 000 267, 293 298, 626 398. 255 396, 783 402. 633 

（使用量lkl} (5, 520) (5. 100) 同左 同左 同左 伺左 (4. 998) (4. 583) (5, 175) (4, 948) (4, 878) 

修繕 'Pt 175. 130 96, 000 96, 000 96.000 96、000 96, 000 147. 586※ 100. 777 140, 798※ 133, 556凝 211, 674踊

漁具貸 25, 000 25, 000 25. 000 25. 000 25、000 25. 000 23. 016 55, 148 25、636 19、095 25、938

その他 95, 835 84, 142 84, 142 84, 142 84. 142 84, 142 70. 436 97, 472 96, 148 84. 652 80, 403 

保険料 13. 000 13. 000 13, 000 13, 000 13. 000 13. 000 18. 535 18, 987 19, 369 22. 043 24, 863 

公租公課 3. 902 13. 606 10. 531 8, 151 6. 309 4, 883 268 I. 895 I. 445 2. 730 2. 083 

販売経費 131. 199 110. 079 110. 079 110. 07宮 110, 079 110. 079 119. 437 125. 133 142. 796 133, 845 105, 836 

一般管理費 37.000 37, 000 37. 000 37, 000 37, 000 37, 000 41. 077 43, 570 46, 309 46, 842 45, 168 

経費計 I, 235, 650 I, 079, 223 I, 076, 148 I. 073, 768 I, 07 l. 926 I. 070. 500 1, 063. 436 I, 084, 516 I, 262, 480 I, 203. 508 I. 241. 411 

償却前利益 68, 540 141,418 144, 493 146, 873 148. 715 150. 141 29 l, 934 226, 665 139, 811 269. 199 65. 121 

計画対比 +150. 516 +82, 172 企7,062 +120. 484 .A.85. 020 

＊揚高／経費 I. 06 5年平均l14 5年平均l！？ 
滋修繕費は、 l年円に網船（車rr船）への追加補修工事、 3～5年同に運搬船（現状船）へのリニューアル工事および、5年同は l年聞に 2回のドック工事が持1・上されたこと

により、計画を上回った
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【2号計画・実証完了済み】

改革型網船（199トン） を用いた 2船団ゲjト7° 9隻94名体制（運搬船3隻共同利用）

による実証試験

①計画認定： 平成22年 3月

②実証期間： 平成 23年4月 l白から平成 28年3月31日

③実証に用いた船舶および人員： 2船団9隻 94名体制

網船 網船※
（改革型）

第81大栄丸 第 23大栄丸

199トン 138トン

20ノ、 23人

灯船※ 灯船※ 灯船※ 灯船※

第！大栄丸 第8大栄丸 第 2大栄丸 第 15大栄丸

85トン 85トン 85トン 85トン

6人 6人 6人 6人

運搬船（共同利用）※

第 18大栄丸 第58大栄丸 第53大栄丸

334トン 343トン 305トン

9人 9人 9人
※改革船（第 81大栄丸）を除き、現状船を継続使用する 8隻にリニュー

アル工事を実施

④操業海域： 東海黄海海区

⑤主な取組事項の結果
co計画通りの効果を確認・ム計画通りの効果が確認できなかった）

＜生産に関する事項（売り上げの向上に関する事項含む）＞

. 2船団グループで運搬船3隻の共同利用による操業

O＝今運搬船の共同利用により、出荷 l回あたりの運搬船積載量は現状の 53.7ト

ンから70.1トンに増加した。

－船団合理化 （運搬船 1隻の削減）による漁傍コストの軽減（10%の省コスト化と

7～10%の省エネ化）

O＝今実証l～5年における平均実績では、全体の漁携コストは現状を8%下回り、

計画値を2%上回る 2.027百万円であり、燃油消費量は現状を 21.6%、計画

値を 16%下回る 6,716KLであった。

－継続利用船 8隻に対する集中的なリニューアル対策工事※の実施による4年目以

降の修繕費削減と継続的な長期使用

ムヱ今工事の過程での発見工事も多く、リニューアル対策工事が計画の 3年間で

は終了できず、5年目までかかったため、 4～5年目の平均修繕費は、現状値

比で 119%、計画値比で202%の327百万円であった。
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5年目以降、修繕費は徐々に安定化するものと恩われるが、本取組みによる

リニューアル対策工事が、計画期間中に修繕費の大幅な削減効果を出すまで

には至らなかった。
※本計画でのリニューアル対策工事は、長期的に船を船台に上げて実施す
る大規模改修（通称リシップ工事）ではなく、船舶の現状を踏まえて、

当面の継続的利用を前提とした保守修繕内容を計画し、通常のドック期

間（半月～lヶ月）を利用して工事を実施するもの。（マスト切換、エン

ジン換装、テ。ッキ張替、サンドプラスト、運搬船魚鎗の冷凍コイル交換

等）
。司20年を超える高齢船の場合は、対処工事だけではなく、予め船舶状態をチ

ェックした上で、予見的に保守修繕を行うことが事故防止にもつながること
から、本取り組みが、業界全体での漁船老朽化対策※※の推進に反映された。

鰍日本遠洋旋網漁業協同組合独自の取組みとして、安全性の維持を主目的
とするリニューアル対策の推進のため、海洋水産システム協会および、長

崎県造船協同組合の協力の下、船齢 10年以上の組合所属船を対象とした

船体部および機関部の現状診断が平成24～26年度に実施された。

＜涜通販売に関する事項＞
・船内製造したシャーベット氷利用による漁獲物冷却（年間 500トン生産）と差別

化販売（消費地との相対取引）の実施による付加価値化
ムキ改造により、現状の運搬船3隻のうち l隻・ l魚鎗をシャーベット氷仕様と

したが、定期的な出荷が出来なかったこと、また、販売先とはマアジの鮮魚、

を主体に計画していたところ、小型魚や他魚種との混獲が多いなど、消費地

側のニーズに合った漁獲が少なく、年間500トンの生産・販売目標に対し、

生産量は 5年間合計で l,003トン、うち差別化販売は 38トンに留まり、 3
年目以降は、消費地との相対取引を取り止め、市場でのセリ販売に移行した。

シャーベット氷を利用した魚鎗内の温度は通常魚鎗と比べ l～2度低かった
ことから、冷却能力が高いことは確認され、その漁獲物の販売単価は5年間

平均 172円／kgで、全体の平均単価 140円／ほと比べると 122%の価格で販
売したが、シャーベット氷利用による付加価値効果を判断するに足る数量実

績ではないため、生産量の向上に課題が残された。（目標達成率；生産量は

目標の40%)

くその他の事項＞
・太平洋クロマグロの強度資源管理（業界・海区全体の取り組み事項として本計画

以降の全計画に適用）

⑥収益の結果
計画 5年固までの実績による次世代建造の見通しには、表2の通り、実証5年

目の償却前利益は 268百万円で、現状を i12百万円上回ったものの計画値を 54
百万円下回った。主な原因は、冬期のサバ漁の不漁等により水揚金額が計画を

下回ったこと、また、継続使用船に対するリニューアル対策工事が計画の 3年

目では終了せず5年目まで実施したことで修繕費が計画を上回ったことにある。
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⑦成果

・将来的に業界全体 （グループ単位等）での付属船（運搬船） の共同利用体制の構

築により、 運転経費削減さらには建造コス トの軽減を図り得る可能性が確認され
た。

－運搬船の共同利用により積載効率が上がり、 運搬船機能を有効的に活用できた。
・操業のグループ化および運搬船の削減により、燃油消費量を大幅に削減すること

が出来た。

③課題

・高齢船にとっては安全確保の面からも事前の船舶診断に基づく予見的なリニュー

アル工事の有用性は示唆されたが、 限られた ドック期間内（半月～！ヶ月）での

対策工事によって、修繕費の削減効果まで生み出すことは難しいものと考えられ
る。

・シャーベット氷を用いた漁獲物の特長について仲買人の理解醸成を図るためには、

定期的な出荷と、安定的な生産数量の確保が必要と考えられた。

・8-



表2 実証船の実績 は号計商） （単位：水揚量はトン、その他は千円）

改革計画 実吉正試験の結巣
現状

l年同 2年同 3年同 4年同 5年同 l年同 2年同 3年同 4年同 5年同

収 入

水錫量 15. 900 13. 800 14. 570 14、950 15. 340 15. 340 16. 391 14. 249 13. 820 16. 782 17. 437 

J)< t易 商 2. 353. 200 2. 049. 400 2, 163, 360 2. 219, 600 2, 277, 320 2. 277. 320 2, 243. 210 2, 016. 032 2. 146. 403 2. 213, 042 2. 145. 820 

（単価円／kg) (148) (148) 同左 同ti. 同左 同ti. (137) !142) (155) l13 ll ( IZ3) 

経 後

人件費 688, 940 613, 000 613. 000 613, 000 613. 000 613. 000 640. 946 632. 502 651. 105 629. 866 637, 878 

燃油代 617. 040 576, 000 576. 000 576、000 576. 000 576. 000 559, 891 585. 70 I 599. 951 517. 471 376. 007 
（使用最kll 18. 570) (8, 000) 同友 同友 同左 同左 (7. 031) (7‘062) (6目 140) (6. 298) (6, 450) 

修繕資 277. 000 231. 000 246, 000 246. 000 162. 500 162, 500 256, 094 296, 237 338, 106 355, 768 302, 331 

｛うちリニi-YJ~量費用｝ (52. 38]) (79目 198) 170. 215) (76. 594) (47目 8371

漁異費 65, 660 62, 000 62. 000 62. 000 62. 000 62. 000 54. 337 61. 435 69, 242 57, 473 60, 828 

その他 117. 360 102. 300 107. 300 110. 300 113. 300 113, 300 IOI. 869 98, 231 102. 339 106. 936 110. 478 

保険料 24. 690 30. 000 30. 000 30. 000 30. 000 30. 000 23. 155 23. 063 26. 929 26. 711 25. 747 

公租公課 4. 000 5. 000 5, 000 5. 000 5. 000 5, 000 3, 189 4, 982 4, 564 4, 245 3. 713 

販売経費 305. 916 267, 000 282. 000 289. 000 297. 000 297. 000 285, 499 218. 846 236, 820 254, 824 257. 956 

一般管理費 96. 000 96, 000 96, 000 96. 000 96. 000 96. 000 96. 291 IOI. 425 94. 695 134, 970 102, 257 

経費計 2, 196. 606 I. 982. 300 2. 017. 300 2. 027. 300 I. 954. 800 I. 954. 800 2. 021. 271 2. 022. 422 2. 123. 751 2. 088, 264 I. 877. 195 

償却前利益 156. 594 67. 100 146, 060 192, 300 322. 520 322. 520 221. 939 .&6. 390 22. 652 124. 778 268. 625 

計画対比 154. 839 .A.152. 450 .A.169.648 .A.197. 742 .&53, 895 

水抜高／経費 I. 07 I. 16 I. 14 
※人件費の矯加は毎月の水揚金額に応じた歩合給や、病気療養中船員への対応等による予備船員確保のため

※燃油単価 (IL当たり）は、現状72円、計画72円に対し、実証 l年同 79.6円、 2年同 82.9円、 3年同 89.0円、 4年同 82.2円、 5年円 58‘3円
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【3号計画・実証中）

改革型網船 (199トン・ 2層甲板型・船内凍結）を用いた4隻48名体制による実証

試験

①計画認定：平成25年6月

②実証期間：平成26年4月 l日から平成31年3月31日（3年目終了）

③主な取組内容

＜生産に関する事項＞

• 5隻53名体制から 4隻48名体制への移行による漁携コスト 69百万円の削減

・船団合理化、省エネ運航による燃油消費量の 10%削減

－船内でのブライン凍結製品の製造

・夏季の一定期間における北部太平洋海区（道東等）への出漁

く流通販売に関する事項＞

－船内凍結品販売による売上高の 30百万円増収

・繰り返し利用可能な容患の導入の導入による魚函代20百万円の削減

④操業海区：東海黄海海区・北部太平洋海区

⑤結果等：実証3年目（29年3月末）・ 5年目（31年3月末）終了時に検証する

[4号計画・実証中｝

改革型網船 (199トン・ l層甲板型）、改革型灯船 (155トン）、改革型運搬船兼用

灯船（316トン）を用いた 4隻45名体制による実証試験

①計画認定：平成 26年4月

②計画期間：平成 27年4月！日から平成32年3月31日（2年目終了）

③主な取組内容

く生産に関する事項＞

• 5隻50名体制から 4隻45名体制への移行による漁揚コスト 148百万円の削減

・冷海水循環システムの導入による漁獲物の高鮮度管理（年間生産目標 1800トン）

および凍氷使用量の削減（冷海水魚鎗について従来型の 50%相当）
－改革型漁船 3隻の集中導入および主機関の共通化（改革型漁船3隻）

＜流通販売に関する事項＞

・市場での高度衛生管理と併せ、漁船から流通までの一気通糞型の高度衛生管理（現

状処理の漁獲物に比して平均魚価の 5%向上）

④操業海区：東海黄海海区

⑤結果等：実証3年目（30年3月末）・ 5年目（32年 3月末）終了時に検証する
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[5号計画・実証中｝

改革型網船 (199トン守層甲板型・冷海水供給）を用いた4隻48名体制による実

証試験

①計画認定：平成27年 7月

②実証期間：平成28年 5月 l日から平成 33年4月30日（1年目中）

③主な取組内容

＜生産に関する事項＞

・5隻 53名体制から 4隻 48名体制への移行による漁傍コスト 94百万円の削減

．改革型網船で製造した冷海水を運搬船へ移送し使用することで凍氷使用量の削

（現状比で数量35%削減・金額 15百万円削減）

＜流通販売に関する事項＞

－冷海水の活用による漁獲物の品質安定化（凍氷使用量を減らした条件下でも現状

魚価の維持）

－漁船安全対策（ハード面・ソフト面）

④操業海区：東海黄海海区・西部日本海区・中部日本海区・北部太平洋海区

⑤結果等：実証3年目（31年4月末）・ 5年目（33年4月末）終了時に検証する

[6号計画・実証中）

改革型運搬船（360トン型・灯船兼用活魚鮮魚運搬船）を用いた 4隻 46名体制に

よる実証試験

①計画認定：平成28年 3月

②実証期間：平成29年 l月7日から平成34年 l月6日（1年目中）

③主な取組内容

＜生産に関する事項＞

. 5隻 53名体制から 4隻 46名体制への移行による漁携コスト 78百万円の削減

・改革型運搬船による鮮魚＋活魚の生産体制の構築（年間生産目標350トン）および

冷海水使用による氷代の削減（削減金額26百万円）

＜流通販売に関する事項＞

－活魚で輸送した漁獲物を市場近くで一時ストックし、時化や休漁時に販売し付加

価値化を図る（水揚金額 36百万円増加）

④操業海区：九州西部海区

⑤結果等：：実証 3年目（32年 l月）寸年目（34年 l月）終了時に検証する
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[7号計画 ・実証開始前】

改革型網船 (199トン）、改革型運搬船（280トン・小型化） を用いた 4隻 46名体

制による実証試験

①計画認定： 平成 28年 6月

②実証期間： 平成 29年度～平成 34年度（予定）

③主な取組内容

＜生産に関する事項＞

• 5隻 55名体制から 4隻 46名体制への移行による漁揚コスト 104百万円の削減

．改革型絹船で使用する漁網及び漁勝機器の縮小・軽量化による省人化

．改革型運搬船に高性能冷海水装置を設置しゼロアイス化する事による氷代の削

減（削減目標 25百万円）

＜流通販売に関する事項＞

－需要に応じた保冷方法の多様化を図る（魚価5%向上）

－養殖種苗等の洋上販売による付加価値化を図る（水揚金額 26百万円増加）

④操業海区 ：東海黄海海区

⑤結果等： 実証 3年目 ・5年目終了時に検証する

[8号計画・実証開始前〕

改革型網船 （199トン・ 2層甲板型・鮮魚運搬機能）を用いた 2船団8隻名 89体制

による実証試験

①計画認定： 平成 28年 7月

②実証期間： 平成29年度～平成34年度（予定）

③主な取組内容

＜生産に関する事項＞

－グループ形態での船団体制のスリム化（9隻 94名→8隻 89名）により、漁携コ

スト 74百万円の削減

－改革型網船によるシャーペット氷等を利用した鮮魚運搬並びにフィッシュポン

プ利用による水揚作業の簡素化

・サパ類資源が安定している北部太平洋海区への出漁による水揚高の増加

く流通販売に関する事項＞

・フィッシュポンプおよび専用容器の使用による鮮度保持並びに市場滞在時間の

短縮化

④操業海区 ：東海黄海海区、北部太平洋海区

⑤結果等； 実証 3年目・ 5年目終了時に検証する
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(4）本漁業の操業形態とこれまでに認定を受けた改革計画のまとめ （平成 29年3月末時点）

漁場利用バタ ンによる操業形態分 これまで認定を受けた改革計閥

主たる漁場
イ也I毎区との｛井用 計画

出漁判断 出漁海区（主対象魚） No. 
主な取組内容 実剖；経過

船団体制1リム化（5→4隻）
3年同

漁場形成 太平洋 3 漁獲物の船内凍結

東シナ海南自~海域
関漁期における太平洋海区等出潟、

(H26. 4～） 

（遠洋主体型） 船団体制川Mじ（5→4隻）

他海区操業なし 4 
改革船 3隻の同時導入 2年同

冷海水循環システムの導入 0127. 4～） 
高度衛生管理型市場との連機

船団体制スリム化（5→4隻）
I 年同

計画出漁 太平洋・日本海 述搬船への冷海水移送

安全対策の強化
(H28. 5～） 

東シナ海南部～九州北海域 船団体制の1リム化及びグト7'化（2船団 10→9隻）
完了済

（遠洋近海併問型） :.-t－へ’サト氷による高鮮度管理及び販売

漁場形成 太平洋 一一”…
f島－7'形態における船団体制のλリム化（2船団 9→8隻）

8 7-1 ヲシJif ン7• を用いた水揚げ 開始前

市場における水揚と選抜荷役の分離

太平洋
船団体制スリム化（5→4隻）

計画出漁
（カツオ・マクeロ含む）

安全性・居住性のI白j上 完了済

東シナ海北部～九州北海域
兼用型運搬船の導入による出荷効率化

（中近海併用型） 船団体制1リム化（5→4隻）

他海区操業なし ？ 漁網・漁勝機器の最適化 開始前

t’DYイス化及び保冷方法の多様化

h~州
計画出漁 日本海・太平洋

（日本海主体型）

九州西部海域
船団体制スリMじ（5→4隻）

l年目

（近海主体型）
他海区操業なし 6 鮮魚Hi5魚の生産体制の構築

活魚の一時ストック販売
(H29. I～） 
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( 5) 日本遠洋旋網漁業協同組合における構造改革グラン ドデザイン

本地域プロジェク トの運営者である日本遠洋旋網漁業協同組合では、これまでの構造

改革の取り組みを踏まえ、その推進と普及発展を図ることを目的に下記を主項目とした

構造改革グランドデザインを平成 28年 6月にとり まとめ、 7号計画以降は当該グラン

ドデザインに基づく改革計画の策定及びその検証に取り組むこととしている。

（構造改革グランドデザイン主項目）

大項目 中項目 小項目

コス トの削減 －船団体制のスリム化

！” … ー 一
操業体制の効 －操業体制のグループ化（附属船の共同利用等）

率化 －主機関、漁勝機器、漁具の共通化や最適化

－機動力の確保による漁場の有効利用

漁場と資源の （主に遠洋 ・沖合域の操業形態）

有効利用 －付加価値向上による漁獲物の有効利用

生産に関する （主に近海域の操業形態）

事項

乗組員対策
－作業性 ・居住性の向上 （ハード面）

－就業者確保 ・人材育成等（ソフト面）

漁獲物の付加
－船上凍結魚の生産

・活魚の生産
価値対策

・より高鮮度を保持した鮮魚の生産

流通 ・販売に
漁獲物の付加

－魚市場における水揚形態の改善効率化
価値付けと衛

関する事項 ・産地および流通販売側との連携した販売
生管理高度化

その他の事項 ・資源管理対策 （強度資源管理等）

（組合全体での取り組み） －外国漁業対策
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3 本計画の内容

( 1 ）参加者等名簿

〈地域協議会）

分野別 所属機関・役職

金融・経営等関係
日本政策金融公庫長崎支店

農林水産事業統轄

地方公共団体 長崎県水産部参事監

学識経験者（資源） 水産大学校名誉教授

学識経験者（水産経営） 鹿児島大学水産学部教授

学識経験者 開発調査センター

（操業技術等） 浮魚類開発調査グループリーダー

学識経験者（船舶）
海洋水産システム協会

研究開発部部長

魚市場 西日本魚市（側代表取締役社長

漁業者 日本遠洋旋網漁業協同組合 理事

漁業者 日本遠洋旋網漁業協同組合 理事

漁業・流通・加工 日本遠洋旋網漁業協同組合 専務

（参加漁業者〉 (2017年3月現在）

漁業種 ｜ 所属機関・役職

大中型まき網漁業 ｜ 日本遺洋旋網漁業協同組合

※当地域協議会に参加する大中型まき網漁業の内訳

現状網船規模
主な操業海域 船団数

（他海区利用は保有許可による）

135トン型 東シナ海 ！？船団

80トン型 九州西部 3船団

計 20船団

15 

氏名

前田美幸

五島健一

原一郎

佐野雅昭

伏島 一平

酒井拓宏

森永健一

金子岩久

竹内隆治

械島正彦

氏名

I i社
20船団※

うち改革型
（実証開始前含む）

7船団

i船団

8船団



( 2）本計画における改革のコンセプト

本計画では、 東シナ海南部海域を主たる漁場とし、現行 135トン型網船を用いる操業

形態※において、「船団体制のスリム化によるコス トの削減」、「漁場形成に応じた他海区

への出漁による漁場と資源の有効利用」、「他船団との運搬船の共同利用による出荷効率

の安定化（操業体制の効率化）J、「改革型網船と改革型灯船の 2隻同時導入等による作

業 ・居住環境の向上J、「改革型運搬船の共同利用による高度衛生管理 ・高鮮度漁獲物の

供給安定化J、「計画的な人材確保・育成対策」等の取組み事によって、収益性の向上を

図った安定的な漁業経営のあり方を実証する。

※本計画の船団の位置付け

現行
主たる漁場

他海区との併用

網船
船回数

既認定

出漁判断 出漁海区
計画No.

東シナ海南部海威
漁場形成 太平洋 3船団 3号

（遠洋主体型）

大型
他海区操業なし 2船団 4号

135GT 

東シナ海南部～九州北海域
計画出漁 太平洋・日本海 l船団 5号

（遠洋近海併用型）
漁場形成 太平洋 2船団 2号.8号

東シナi毎北部～九州北海域
計画出漁 太平洋 2船団 I 号

（中近海併用型）
他海区操業なし 3船団 7号

九州北～日本海海域
計画出漁

（日本海主体型）
日本海・太平洋 4船団

中型 九州西部海域

80GT （近海主体型）
他海区操業なし 3船団 6号

合計 20船田

＜生産に関する事項＞

①船団体制のスリム化対策

現行、 135トン型網船を中心とする 5隻53名体制から灯船 i隻を削減し、 4隻48
名体制にスリム化することで、 経営コス トの削減を図る。

②漁場と資源の有効利用対策

東シナ海を主漁場とした周年操業を基本とするが、 近年における漁場形成や対象

資源の来遊状況から、収益の安定化が見込める北部太平洋海域にも出漁鰍でき

る体制を整備する。

※※主に 10～11月頃において、東シナ海と北部太平洋の漁場形成状況等を踏ま

えて、 出漁の実施とその期間を判断する。
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③操業体制の効率化対策
東シナ海での操業においては、同様の操業形態（遠洋主体型）を行う他2船団と

計 6隻の運搬船を共同利用（漁獲物の積み合わせ）できる体告がを整備すること

により運搬船の出荷回数を減少させ出荷効率の安定化（出荷 l回あたりの漁獲物

積載量の増加）を図る。

※操業位置や漁模様（魚種・漁獲量等）により積み合わせの実施を判断する。

④乗組員対策

漁船の安全性及び居住環境に係る国際基準に準拠した、改革型綱船 (199トン一

層甲板型）と改革型灯船 (150トン級制作業艇搭載型）の各 ！隻を導入し、安全

性、作業性、居住性の向上を図る。

また、 ハード面の整備に合せ、将来的な乗組員および資格者の確保育成ならびに

安全対策 （事故防止）に資する取組みを積極的に推進することで、ハード・ソフ

ト両面から就労環境の向上を図る。

鰍 155トン型を予定（設計段階）

＜流通・販売に関する事項＞

①漁獲物の付加価値化対策

運搬船を共同利用する 3船団の中に、改革型運搬船を導入した4号計画に基づく

実証船団を含むことで、同運搬船の機能を活かした高度な衛生及び高鮮度で管理

された漁獲物の供給の安定化を図る。

また、水揚段階での漁獲物の品質等について、船員・陸上職員 ・市場関係者を交

え再評価し、情報を共有し改善を行うことで品質管理の安定化を図る。

＜強度資源管理の取組に関する事項＞

①太平洋クロマグロ未成魚の強度資源管理

日本遠洋旋網漁業協同組合（東海黄海海区大中型まき網漁業者協議会）が実施す

る強度資源管理に参加し、中西部太平洋まぐろ類委員会の保存管理措置に基づく

国の資源管理指針に沿って、東シナ海から日本海にかけて来遊する太平洋クロマ

グロ未成魚の漁獲量について 2002～2004年水準の 50%に抑制する。

＜支援措置の活用に関する事項＞

①改革計画に基づく実証

もうかる漁業創設支援事業 （※国の助成を受けない）

②改革型漁船建造にかかる資金借り受け

漁業経営改善支援資金（（掬日本政策金融公庫）（平成 29年度）
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( 3）改革の取組内容

大事頃 中事頃 塁盗と課題 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠

経営コスト l0 l百万円の削減 人件費：乗組員 l名当りの平均人件費
（人件費・燃油費・修繕費） 8, 239千円×5名分

従前人件費 437百万円（53名） 燃油代：改革型網船は同船型である l号・2
燃油代 241百万円（5隻） 号.4号計画の実証実績値を基に現

修繕費 202百万円（5隻） 状＋10%で算出

l船団 4隻 48名体制に船 合計. 880百万円 ；改革型灯船は同船型である 4号計

i船団5隻 団体制をスリム化する （全体コストの 66%) 画の実証 l年目の実績を踏まえ改

53名体制操業 革型網船と同数量で設定
計画人件費 395百万円（48名） ：既存運搬船は現状実績値で算出

経営コス
燃油代 237百万円（4隻）

使用隻数及び乗組 A 修繕費 147百万円（4隻） 修繕費：改革型網船は同船型である l号・ 2
トの削減

員が多く、人件費、 合計 779百万円 号・4号計画の実証実績を基に算出

燃油費、修繕費が （全体コストの 57%) ：改革型灯船は同船型である 4号計

生産に 経営コストに占め
一一…“山一……一一ー…………………………………………＋…………”......・...・M・.......吋川町””……＋ 圃..........叫山山山山山山山山山山山山山山門山山山山叩附山山 闘の実証 l年目の実績値に中間・

現状 改革計画
関する る割合が過大 船積 トン数 乗組員数 トン数 乗組員数 定期検査を考慮して算出

事項 （改革型） ：既存運織船は過去5年間の平均実
綱船 135トン 23名

199トン
21 名

績｛直で算出
灯船 85ト〉 6名 （改革型） 9名
灯削除 85ト〉 6名 150トン級※ （作業艇含む｝ 《検証項目》

運繊船 300トン級 9名 現行船 9名
実証時の経営コスト（人件費・燃油

運綴船 300トン級 9名 現行船 9名
合計 5隻 53名 4隻 48名 代※・修繕費）実綴値により検証

勺55トン型を予定（設計・段階） ※使用量も検証

北部太平洋海域へ 1カ月間
<l l月期水揚状況比較＞

10～l l月頃に近年サバ資 出漁した場合、当該月の
東シナ海 （現状から 10%減少した値）

東シナ海を主漁場 710 t 116, 440千円 (164円／初）

漁場と とした周年操業
源の来遊が安定している 水揚量 I. 407トン

北部太平洋（業界実績平均）

資源の B 
北部太平洋海域にも出漁 水揚高 27, 516千円

21 117 t 1431 956千円（68円／初）
できる体制を整備する の増加を見込む

有効利用 関漁期における漁 差引 l.407 t 27, 516千円

獲量の低迷
※来遊状況等で出漁判断 ※水揚単価はニ陸沖の直近平均

単価を基に 68円／キロで設定
《検証項目》

海区毎の漁獲実績により検証
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大事項 中事項 盟立と課題 取組記号 ・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠

現状の漁場形成・操業実績を基に

シミュレーションした結果
船団単位での運搬

出荷 l回あたりの積載量齢！＇1用（東シナ海
現状64トン

では 1船団 2隻の 東シナ海の操業時は同様
全体の運搬船出荷回数を減少させ ＝今積み合わせにより計画 74トン※

操業体制
運搬船） の操業形態を行う他 2船

出荷 l§Iあたりの漁獲物積載量を (+JO＂：.－ ・16%増）
の効率化 c 団と計 6隻の運搬船を共

増加（約 10～15%増を目標）させ ※年間出荷回数
対策

積載量は日々の漁 同利用（漁獲物の積み合
ることによる操業体制の効率化を ：現状 71回／隻＝今計画 61回／隻

獲量に左右され、 わせ）できる体制を整備
見込む

少量出荷の場合が する
《検証項目》

有る等、出荷効率
出荷 l回当たりの漁獲物の積載量や

が不安定
積み合わせ実施時の判断基準（操業位

置・魚種・漁獲量等）により検龍

0高さ：新設備基準の適応

生産に く居住区の晶さ（1.9m）を確保＞
。作業而積

（網船）現行船： 5.3ぱ／人 (122.00ぱ）関する
（現行） （改革型）

改革船： 8.2 rri／人（173. 00 rri) 事項
網船： L5～2. Om→l. 9～2. Om 

（灯船）現行船： 23.18 rri／人(139.I ぱ）
灯船： 1.8m →し 9m

改革船：36.55ぱ／人減（219.3 rri) 135トン型網船、

く 一人あたりの作業面積＞
※※作業艇乗組員3名を除く 6名で算出85 トン型灯船を

。居住面積（各船定員数を基に算出）
箆盟 思－住性等に関する国際基 網船：現行比 約 l.55倍

（網船） 現行船： 5.06 rri／人 (141.71 ぱ）
準に準拠した、 199トン型 灯船：現行比約 l.58倍

改革船： 6.39 mγ人（J53. 35ぱ）乗組員
D 綱船（一層甲板型）、 150

（灯船）現行船： 7.64 rri／人（68.76 rri) 対策
居住環境に関する トン級灯船（作業艇搭載 く一人あたりの居住面積＞

改革船： 11.14 rri／人(100.23凶）
国際基準への対応 型）を導入 網船：現行比約 1.26倍

0居住容積（各船定員数を基に算出）
及び作業スペース 灯船：現行比約 I.46倍

（網船）現行船： 10.48 rrU人（241.03 nf) 
の向上

く一人あたりの居住容積＞
改革船： 14.23 rrU人（298.92 nf) 

（灯船） 現行船： 13.75 rrU人(123.77 nf) 
網船：現行比約 l.36倍

改革船 ；21.16ぱ／人(190.44ぱ）
灯船：現行比約 l.54倍

《検証項目》

建造造船所への確認により検証

（注）改革船の数値は試設計に基づく
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大事項 中事項 盟立と課題 取組記号 ・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠

＜人材確保＞
現状 （1船団当たり）

就業者717への参
新規就業者数の増加 新規就業者2～5名（平均 3名）

加や地冗を主体

；とするリクルー
退略者 3～6名（平均4名）

（数値的目標） 退職者が i名上回る
人 ト活動の強化

・4名※／船団材

確 新規就業者への
※現状＋l～2名／年間 《検証項目》

慢性的な新規 乗組員の推移をフォローアッ プ

就業者不足と

乗組員の高齢化

E 
成育基制 ＜現状の資格者の状況事例＞将来を見据えた人

材確保及び有資格 対 え
資格取得者数：年間0～7名者育成 策 た

目標：有資格者の安定的権保
の く 資格者育成＞

（数値的目標）
平均： l名／船団※

生産に 議 資格取得の社内
乗組員 ・年間 2名以上※／船団

関する
対策

補助制度の継続 ※機関部は取得できない年も有る

事項 的な実施等
策特に機関部は安定的に育成

《検証項目》

I 
有資格者数の推移をフォローアップ

海難事故再発防止 「まき網 ・以西底曳網海

の継続的な働きか 難防止講習会Jや 「漁業 所属組合との連携により各講習会への

立 カイゼン講習会Jの受講 乗組員個々の安全意識の高まりと 積極的に参加

F を通じて乗組員個々の安 船舶災害が発生しない就労環境を

全意識を更に高めると共 構築する 《検証項目》

海難事故ゼロへ向 に、安全操業に関する関 取組み状況を毎年フォローアップ
けての活動 係者会議を開催する
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大事頃 中事項 翠立と課題 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠

高鮮度・高度衛生で管硬された漁

4号計画で導入し
本計画実証船団と 4号計

獲物の供給の安定化※ 水揚 l回あたりの数量噌鰍

た改革型運搬船は

同計図iの実証船団
回実証船団との連携（改

※数値的効果は取組Cに含む ※※根拠は取組Cに含む

のみで使用
革型 l隻を含む運搬船の

G 共同利用）
（参考：期待される効果） 《検証項目》

高鮮度・高度衛生
現行型運搬船： 5隻

4号計画の実証において改革型 高鮮度管理漁獲物の出荷量の把握

管理製品の供給量
改革型運搬船： l隻

運搬船による高鮮度管理製品は 4号計画のフォローアップの一環で

が不安定 通常製品に比して高評価（魚価 検証する

漁獲物の
向上効果）が得られている

流通・販 付加価値

売に関す 付－けと衛

る事項 生管理高 漁獲物の品質評価 漁獲物に対する評価について、関係者の意

度化 や鮮度状況につい
買い手側の評価向上

見を交えつつ適宜社内で情報共有・改善を

て、船側と陸側の 行うことで、品質管理の安定化（平準化）

それぞれで判断・
水揚段階の漁獲物の品質 品質が悪かった場合には、その原

を図る

評価（主に経験則）

H 
等について、船員、陸上 因（運搬時の条件等）を共有し、

《検説項目》

漁獲物の品質等に
職員、市場関係者を交え 次回1:1：＼荷時における鮮度管理対応

水揚げ内容報告により取り組みを継続

関する情報が分断
た再評価を行う に繋げる。

的にフォローアップし、その効果を確

しており、それぞ
※数値的効果は設定しない

認する（関係者ヒアリングや他船との

れの評価が異なる 魚価比較等）

ことがある

太平洋 太平洋クロマグロ 日1CPFC（中西部太平洋まぐろ類委員会）

資源管理 クロマグロ 未成魚の漁獲量削 東海黄海海区大中型旋網 による管理措置に基づく管理

に関する 未成魚の 減が国際資源管理 漁業協議会が実施する強 資源回復と持続的利用

事項 強度資源 機関で方針付けさ 度資源管理計画に参加 《検証項目》

管理 れている 資源管理計画の履行
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②改革の取組により想定される波及効果

0船団のスリム化（5→4隻）によるコスト削減は、これまでに認定を受けた改革
計画に基づく実証において、その効果が確認されている（実証中含む）ことから、

異なる操業形態（漁場利用パターン）での検証および同様の操業形態でも実績を

重ねることで、当海域が基本とする船団体制（改革型坊標準型）として確立され
る。

。運搬船の共同利用を通じて複数船団関での情報共有化が進むことは、対象資源、の

来遊状況等の情報が現状以上に早く得られやすくなる（操業船の視野が拡がる）

ことでの漁場の先行的確保に寄与するなど、特に漁場の範囲が広く、外国漁船と

競合状態にある東シナ海において業界全体の国際競争力の維持・向上の効果が期
待される。

また、本計画を含む、複数の実証実績の積み重ねに基づく検証が必要となるが、

運搬船運航体制の効率化により、省エネ化や船員負担の軽減等の効果も期待され
る。

。資源の来遊変動に合わせて、より収益の安定化が見込まれる海域を短期的に有効
活用できる体制を整えることによって、結果として操業の主軸となる東シナ海で

操業する船団数の維持と、当該地域 （九州北西地域）に対する水産物供給を継続
していくことが出来る。

0改革型漁船の導入等による安全かっ快適な就労環境の構築は、本漁業の認知度を

高め、結果として、地域の内外に関わらず、幅広い地域からの人材の確保につな

がることが期待される。

なお、人材確保 ・育成対策の取組みは、現在、大日本水産会を中心に検討が進め

られている「漁船乗組員確保養成フロジェクトJとの連携により、業界全体の人
材確保の安定化に資する効果が期待される。

また、新規就業者の安定的な確保は、指導者側（幹部船員等）の意識向上にもつ

ながり、全体的な人材力の強化が期待される。

0既に認定を受けた改革計画との連携（特に、高品質管理対応型の改革型運搬船の

共同利用）は、個々の計酒での取り組み効果に比べ、供給の安定化などスケール

メリットを活かした効果の向上が期待される。

0改革型漁船の共用により、今後、更なる改革 （新たな計画検討）に取り組むにあ
たり、当該漁船の検証結果を、より有効的に活用することができる。
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4 漁業経営の展望

＜経費等の考え方＞

東シナ海を主たる操業海域とし改革型網船・改革型灯船の導入により船団隻数の合理化

(5→4隻）等による生産コストの削減によって、次世代建造に足る収益性改善を実証す

る。

く大中型まき網漁業〉
( 1 ) 収益性改善の目標

現状

（収入）

収入合計 I. 465. 452 

水揚量 8, 959 

水揚高 I. 465. 452 

引当金戻入 。
その他収入 。
（支出｝

経費合計 I. 342. 043 

人件費 436. 664 

燃泊代 241. 060 

修繕費 202. 044 

漁具貨 52. 706 

氷代 58, 539 

その他 14. 974 

保険料 19. 223 

公租公課 426 

販売経費※ 169, 314 
販

販売手数料 67. 548 
売 ＇＂＂＂＇・－ －

経 L翌j芝盟 社 59. 135 

費 魚箱代 42. 631 

一般管理費 49. 540 

減価償却費 97. 553 

i昌殿給付事l当念総人 。
特別修綿＇｝I当命線入 。
その他昔｜当令総入

利益 123. 409 

償却前利益 220. 962 

改革 改革

l年目 2年同

I. 349, 848 I. 349, 848 

9. 470 9, 470 

1. 349, 848 I. 349. 848 

。 。
。 。

I. 661. 010 I. 538. 959 

395. 469 395, 469 

237, 320 237. 320 

132, 369 157, 369 

50, 930 50. 930 

58. 143 58. 143 

13. 629 13. 629 

21. 199 17. 705 

3. 926 3、830

146, 185 146. 185 

62. 669 62. 669 
・．． ”・・．．．．．．． ”””・．．．．． ”””””””・．

48. 530 48. 530 

34. 986 34, 986 

49. 540 49. 540 

552. 300 40&. 839 

。 。
。

.A3ll. 162 企189.111 

241. 138 219, 728 

. 24. 

単位 ；千円（税抜）・トン

改革 改革 改革 3～6年同

3年目 4年目 6年目
平均

1. 349. 848 1. 349. 848 I. 349. 848 l、349.848 

9. 470 9. 470 9. 470 9. 470 

I. 349. 848 1. 349. 848 I. 349. 848 I. 349. 848 

。 。 。
。 。 。 。

I. 414. 917 I. 353. 532 I. 308. 259 I. 35 7. 236 

395. 469 395. 469 395. 469 395. 469 

237. 320 237, 320 237. 320 237. 320 

137. 369 142. 369 167. 369 147, 369 

50, 930 50, 930 50. 930 50. 930 

58. 143 58, 143 58, 143 58. 143 

13, 629 13, 629 13. 629 13. 629 

15, 000 12. 906 11. 286 13. 064 

3, 680 3. 525 3. 520 3, 575 

146. 185 146, 185 146, 185 146, 185 

62, 669 62. 669 62, 669 62.: §.~9 
l ・．世間

0・””。e・e・..・e・e・...・e・. ＂＇＂・ 6舗 6一一
48. 530 48. 530 48. 530 48. 530 

34. 986 34. 986 34. 986 34. 986 

49. 540 49. 540 49, 540 49. 540 

307. 652 243. 516 174. 868 242. 012 

。 。 。
。

企65.069 .A3. 684 41. 589 企7.388 

242. 583 239. 832 216.457 234. 624 



( 2) 次世代船建造の見通し

償却前利益 次世代船建造までの年数※ ｜ ｜ 船価（税込）

(3～5年目平均）

234百万円

× ｜ ｜〉
2 5年 I I 4, so o百万円

※現行使用船舶の平均船齢を次世代建造までの年数と仮定した

改革船・一層甲板型網船 1 3億円

（船価内訳）※ 改革船・灯船
1 1億円

（作業艇含む）

運搬船 （2隻） 24億円

※改革船（作業艇含む）の船価は造船所の見積もりにより算出
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改革計画における経費等の算出根拠

（算出における前提）

－現状値は、 直近 5年間の 5中3年平均値 （平成24年度～平成28年度）とする

・改革の計画値は、改革3年目から 5年目の平均値とする

ただし、修繕費は検査のサイクルに合わせて5年間の平均値とする

・改革計画に掲げた取組事項による収入と支出の増減を考慮して算出する

－北部太平洋海区へ出漁について

水揚高は同期間における業界（北部太平洋まき網）の平均値を用い、水揚販

売に関するコス ト（氷代 ・販売経費）は三陸地域の実績単価により設定する。

燃油消費量は、これまでの他海区併用型の実証船 (1・3号計画）では、現状

及び計画値より少ない実績が確認されているものの、本計画の実証船が主た

る操業海域とする東シナ海（遠洋主体型）では、穂、場形成状況（漁場位置）に

よって消費量の変動幅が大きい（年間合計使用量への影響大）ことから、本経

費の試算では北部太平洋海区への出漁に係る燃油代の軽減は考慮しない。

1. 水揚高

東シナ海での水揚量は、 当協議会実証結果を踏まえ現状の 10%減少の年間 8,063 
トンで算出

（水揚量）

1 l月期の水揚量

東シナ海 ：現状実績から 10%減少した値 710トン

北部太平洋： 業界実績平均値 2,117トン

（設定値）

710トン東シナ海

北部太平洋 2. 1 ！？ト ン

+I. 407トン

年間水揚量計画値

東シナ海 8, 063トンー710トン＝7,353トン

北部太平洋 2. 117トン

合計 9. 470トン

（水揚高）

魚価単価

東シナ海 (11月期を除く 11ヵ月の実績単価）

北部太平洋（直近の業界実績単価）

164円／kg
68円／kg

年間販売金額計画値

東シナ海

北部太平洋

7. 353トン× 164円／kg=1. 205, 892千円

2, 117トン× 68円／kg= 143. 956千円

合 計上 349,848千円

・26.



［水揚高計画】

海域 期間 主魚種 数量（トン） 単価 （阿／kg) 金額｛千円〉

現状 東シナ海 周年 アジ・サパ 8, 959 164 1, 465. 452 

東シナ海 日月以外 アジ ・サパ 7, 353 164 I. 205, 892 

計画 北部太平洋 I l月 サパ 2, 117 68 143, 956 

~ 計 9, 470 I. 349. 848 

憎減 511 企115,604 

2.引当金戻入

引当金繰入がないため引当金戻入も発生しない

3.人件費

現状の人件費（給料、福利厚生費、食料費等）の平均 8,239千円を 5名分控除

船種 現状 計画 増 減

網船 23名 21名 A2名
灯船 6名 改革船（修験総合む）

A3名
灯船 6名 9名
運搬船 9名 9名

運搬船 9名 9名

合 計 ※ 53名 48名 .AS名

人件費 436, 664千円 395, 469千円 企41,195千円

4.燃油代

現状の東シナ海（遠洋主体型）周年操業の実績値を前提とする。

改革型網船に消費量は、同船型である l号計画.2号計画 ・4号計画の実証実績を

踏まえ現状比で約 10%の増加で設定。

改革型灯船の消費量は同船型である 4号計画の実証 l年目の実績を踏まえ、改革型網

船と同数量で設定。

A重油単価は現状 （直近3カ年平均） @68. 0円／立で算出

船種 現状 計画 増減

網船 607 ke 
改革船

61 ke 
668 ke 

灯船 388 ke 改革船｛作業踊鴎載｝
． 668 ke 企116ke 

灯 船 396 ke 

運搬船 I. 131 ke I. I37ke 一
ー一 一 一 －~ F 申・

運搬船 1. 011 ke I. o 11 ke 

合計 3. 545 ke 3, 490 ke 企55ke 

A重油単価 68. 0円／Q 68. 0円／Q 一
燃油代 241. 060千円 237. 320千円 企3,740千円
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5.修繕費

改革型網船は、同船型である 1号計画 .2号計画・ 4号計画の実証実績を基に算出

改革型灯船は、同船型である 4号計画の実証 l年目の実績に中間検査 ・定期検査を

考慮して算出

既存運搬船 2隻は、過去 5年間の平均実績値で算出

現 状 現 状 計 画 増減

網船 59. 674千円
改革船

企32司 674千円
27. 000千円

”””””””””0 ・” ””””””””回目回目回目”。 一…”......... . .. 

灯 船 22, 263千円 改革船（俗載艇含む）
一 一 企22.002千円

灯船 22, 739千円 23. 000千円

運搬船 49. 795千円 49, 795千円 一
………ー …ー ・ー………，M ・M・...・M・－－・・・・H一 一 一時一

運搬船 47. 573千円 47, 573千円 一
合 計 202, 044千円 147, 369千円 企54,676千円

6.漁具費

削減する灯船 l隻分の漁具費 I.776千円を控除

7. 氷代

東シナ海（九州地区）

現状の漁獲量 8.959トンに対し砕氷 14355トン使用していることから、 漁獲量 1

トン当たりの氷使用量を I.6トンとし、氷代単価は当地域の実勢単価 4、078円／ト

ンで算出

北部太平洋（三陸地域）

3号・ 5号計画の三陸地域での実績を基に漁獲量 1トン当たりの氷使用量を 0.401 
トンとし、氷単価は当該地域の最高値 12.000円／トンで算出

I 漁獲量 ｜ ｜ 氷使用量 ｜ トン単価 ｜ 氷代
水揚地域 ｜ ｜ 氷使用率 I I I 

｜ （トン） ｜ ｜ （トン） ｜ （円） ｜ （千円）

九 州 ｜ 7,3531 1.61 11.7651 4,0781 47,978 
「三陸－－r一一日汗「－--a・: .... :n－・” …... 341r・ …］＂［而｜ 百：－164

｜ 合計｜ 9. 153 I I 12. 612 I I 58‘143 

8.その他

削減する灯船 1隻分の通信費515千円 ・交通費 612千円・雑費218千円を控除

9.保険料

現状より旧網船と削減する灯船 l隻分を控除し、 改革型網船と改革型灯船

（灯船＋作業艇） の予測値を加算

1 0.公租公課
改革型網船と改革型灯船（灯船＋作業艇）を加算し、 削減する灯船 l隻分を控除し

た各年度での各船舶資産価額に基づく課税標準額により、 固定資産税を算出
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1 1 .販売経費

①販売手数料（三陸地域は問屋手数料含む）

販売手数料率を九州地域では現状実績値 4.6%、三陸地域では現状実績値 5%
で算出

九州地域 計画 I. 205. 892千円×4.6%=55, 471千円

三陸地域 計画 143. 956千円×5.0%= 7.198千円

合計 62, 669千円

②荷役選別料

九州地域では現状の実績値を基に漁獲物 1トン当たり 6.6千円で算出

三陸地域では荷役選別料は販売手数料（問屋料金）に含む

九州地域計画 7,353トン×6.6千円／トン＝48.530千円

③魚函代

九州地域では現状の実績値から漁獲物 1トン当たり 4.758千円で算出

三陸地域では魚函代は発生しない

九州地域計画 7,353トン×4.758千円＝34,986千円

1 2.一般管理費

陸上（事務所等）に要する経費

人件費（役員報酬、職員給料‘福利厚生費）、水道光熱費、消耗品費、

保険料、修繕費、公組公謀、減価償却費、旅費交通費、通信費、その他

1 3.減価償却費

新規建造する改革型網船 1.300百万円・改革型灯船850百万円に償却率0.222、作

業船 150百万円に償却率0.500を乗じて算出

1 4.退職給付引当金繰入

船員の退職金については、水揚金額に応じた歩合金により事前に配当を受けて

おり退職金の支給はないため退職給付引当金繰入も発生しない

1 5.特別修繕引当金繰入

大中型まき網漁業は毎年ドック工事を実施しており、特別修繕引当金繰入は実施せ

ずすべ
て修繕費に含まれている

1 6. その他引当金繰入

その他引当金繰入は発生しない
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（参考 1)

燃油セーフティーネット発動及び共済＋積立ぷらすが補填される場合の経営効果

（仮定に基づく試算）

（単位：千円・トン）

現状
改革 改革 改革 改革 改革 3～5年目

l年同 2年目 3年同 4年目 5年目 平均

（収入）

収入合計 I. 465. 452 I. 221. 630 I. 486. 790 I. 349. 848 I. 486. 790 I. 221. 630 I. 352, 756 

水揚量 8. 959 9. 470 9, 470 9. 470 9. 470 9. 470 9. 470 

水揚高 I. 465. 452 I. 221. 630 I. 486. 790 I. 349. 848 I. 486目 790 1. 221. 630 I. 352. 756 

その他収入 。 。 。 。
（支出）

経費合計① I. 244. 490 I. 108. 710 I. 130目 120 I. I 07. 265 I. 110. 016 I. 133. 391 I. 115. 224 

人件費 436, 664 395. 469 395. 469 395. 469 395, 469 395. 469 395. 469 

燃油代 241. 060 237. 320 237. 320 237. 320 237. 320 237. 320 237. 320 

修繕費 202, 044 132目 369 157. 369 137. 369 142, 369 167, 369 147. 369 

漁具費 52. 706 50. 930 50目 930 50. 930 50. 930 50. 930 50. 930 

氷代 58. 539 58. 143 58. 143 58. 143 58, 143 58. 143 58. 143 

その他 14. 974 13, 629 13目 629 13. 629 13. 629 13. 629 I 3. 629 

保険料 19. 223 21. 199 17. 705 15. 000 12, 906 11. 286 13目 064

公租公設 426 3. 926 3. 830 3. 680 3. 525 3, 520 3. 575 

販 販売手数料 67. 548 62. 669 62. 669 62目 669 62. 669 62. 669 62. 669 
売

荷役選別料 59. 135 48. 530 48. 530 48. 530 48, 530 48. 530 48, 530 
経費

魚箱代 42. 631 34. 986 34. 986 34目 986 34. 986 34. 986 34. 986 

販売経費計 169目 314 146. 185 146. 185 146. 185 146, 185 146. 185 146. 185 

一般管理費他 49. 540 49. 540 49. 540 49. 540 49. 540 49. 540 49. 540 

償却前利益① 220, 962 112, 920 356, 670 242. 583 376, 774 88. 239 237, 532 

t71~ 自己負担 8. 725 8, 725 8. 725 8. 725 8. 725 8. 725 

機みぷら自己負担 15、182 I 5, 182 5, 061 

共済持品金 その他に含む その他に含む その他に含む その他に含む その他に含む その他に含む

経費合計② 1. 132. 617 I. 138, 845 I. 115, 990 I. 118, 741 l. 157. 298 I. 129. 010 

t7rィ補演金 17. 450 17, 450 17, 450 17. 450 17. 450 17. 450 

穣みぶら補填金 60. 726 60, 726 20. 242 

補綴後償却前利益② 167. 189 365. 395 251. 308 385目 499 142. 508 261. 438 

※修繕費は検査期間が5年間サイクルのため 3～5年目の平均値には 5年間の平均値を用いた

仮定に基づく次世代船建造の見通し

償却前利益

(3～5年目平均）

2 6 1百万円※

× 
次世代船建造までの年数※

2 5年

・30-

〉
船価（税込）

4, 8 0 0百万円



仮定試算に係る算出基礎

・水揚高：計画単価 143円／kgに対して魚価が毎年土10%で変動すると仮定して魚価の

推移を以下の通り設定

計画単価

143円

l年目

-10% 
129円

2年目

+JO事
157円

3年目

0% 
143円

4年目

10% 
157円

5年目

ー10%
129円

・燃泊費；現状68円／Lに対し、 73円／Lに値上げしたことで、植上がり 5円に対して

セーフティーネット構築事業の補填が各年有ったと仮定

なお、単価上昇率が負担割合変更基準となる 108.5% (108. 5%以上国 2: 
漁業者 I) を超えていないため補填額における国費と積立金の割合を 1: 

1として試算
＝今補填金額（各年） 計画消費量3.490KLX補填単価5円＝17.450千円

寺漁業者負担額（各年） 補填金額 17, 450×1/2 = 8. 725千円

．燃泊費を除く経費：計画値と同値と仮定

・積立ぷらす（強度）：計画水揚高を基準値と仮定し、基準値の95%を下回った場合に

発動し、補填金額の 1/4を漁業者負担（経費）とした

(1・5年目に発動）

補填金額＝基準値 1.349. 848千円×95%ー水揚高（1.221.630千円） =60. 726千円

漁業者負担額補填金額65.120千円× 1/4 =15.182千円

. 31. 
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遠旋組合地域プロジ工クトの概要〈大中型まさ網漁業〉

。九州北西沖合域～東シナ海南部を主漁場とし九州北西地践に苅し12. 0万トン174億円規模 〈近年平均〉を水揚

。船団数は平成初期の1/3に減少しているが現在20船団（約100隻〉、乗組員約1000名が従事
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遠旋組合地域プロジェクトの概要

主漁場の操業環境
〈九州北西沖合減～東シナ海南部〉

型議長；~l~l~i
t r ~l~ 

刊 日..，.....＿.…－－… ...・4 岡山働側、φ～山剛凶

－－……ー…一一

刊誌二；；：事

現在の船団概要と漁獲実績

近年漁獲高（H24～28)

主な｝豪華最；湾区 綱船規穫 現行船団獄

主体 うち地域内水穆
〈他!l!!滋きむ〉 ※2 

135トン 1 2船団

東海・黄海ltB区
（現行型〉

14. 8万トン 9. 8万トン
〈太平：草・日本海※1)

199トン
208億円 139億円

〈改革型）
5船田

九州西部海18 80トン 3船団
2. 3万トン 2. 2万トン

〈現行聖〉 38億円 35億円

主 体 20船団
1 7. 1万トン 1 2. 0万トン
246億円 174億円

※1：保有許可によって他海区（末平洋・日本海）を併用する船団あり
※2：福岡、唐津、松浦、長崎、佐世保、鹿児島の市場水揚げ分〈鮮魚）

大中型まさ線操業許可海域〈全体〉

対象資漉：対馬暖流系
近海蟻～沖合績で主にアジ・サパ操業 y 
※太平洋クロマグロ未成魚の回避経路代J
にもあたる

／ 

象資源 ：太平洋系群
近海援で主にサパ・イワシ

／ 操業

沖合爆でカツオ・マグロ操業
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j棄まき組合における構造改革グランドデザイン
平成28年6月作成

《改 革計画 》業界全体での構造改革推進の目的

漁業経営の安定強化 〈漁船の安定的更新〉

九州北西地獄への安定的な水産物供給
当面目標 （15万トン・ 200億円〉

一・→将来目標※（20万トン・ 300億円〉

・地域産業との一体的発展（流通加工・造船等〉
・雇用の維持〈魅力ある漁業構築〉
・国内外への販売力強化
・東シナ海沖合I或での国際競争力の確保

※資源回復等の環境改善ち合わせた回復目標

現状と課題等

・経営的課題
・収益性の怪下による経営体の減少 vへA

水揚量の減少 v '¥ 

平成初期 :30万トン ’＼ 

1 0～6年前： 16. 2万トン
直道5年 : 1 2. 0万トン

コストの泡加
漁船老朽化による維持経費埠加
燃油価格の高騰

・新規乗組員の減少（人材不足→技術継京ム〉
・環境的課題

・海洋気象の変化 〈資源蛮動〉
・同じ海I或で操業する外国漁業の拡大

・特徴的な操業形態
・船団によって巽なる漁場利用パターン

（一律的な対策では対応できない）

。

目的達成のだめに必要な取組み ・現状課題への対応

・大中型まさ網漁業の収益性向上
・経営コストの削減
．漁場と資濠の有鈎利用
．乗組員対策
・漁獲物の伺加価値化
・産地及び流通販売側との連携等

漁場利用パターンや操業環境への
柔軟な対応のため多様な取組みがi必要

《具体的対応事項》

O船団体制スリム化
0グループ化（付属船共同利用 ・情報共有等〉
O機器類、漁異類の最適化 〈縮小 ・合理化〉
0機動力向上 （遠方海域出漁船〉
0活魚・種苗生産（近海域出漁船〉
O安全性 ・居住性の向上
O就業者確保と資格者育成対策の推進
O再整備する魚市場との連携

〈高度衛生管理・国内外の需要変化への対応〉
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これまで策定した改革計画の主要内容
〈遠旋組合地域協議会〉 平成29年3月現在

1号計画 2号計画 3号計画 4号計画 5号計趨 6号計画 7害計画 8号計画

支援期間終了済み 実証申 実証開始前

計画策定年 H20.2 H22.3 H25.6 H26.4 H27.7 H28.3 H28.6 H28.7 

計画経過年 8年目 6年目 3年自 2年目 1年目 1毎日 H29.8～開始予定 H29.9～開始予定

実証船団 第81天王丸 大栄丸 第11源福丸 第31昭徳丸 第8i原福丸 第58天王丸 第18喜代丸 大栄丸

従前 政革計画 従前 政革計画 従前 改革計画 従前 改革計画 従前 改革計画 従前 改革計画 従前 改革計画 従前 改革計画

135トツ
霊童査員 135トン

盗塁船

綱船 135トン 盛韮鉛
×2隻

1釜 135トン 認韮盤 135トン 車重魁 135トン 翠基盤 80卜y 盟註 135トン 盟韮鉛
199トン ユ室

現行1隻 現行1隻

1霊 箆墓盤 2隻×2船 車重鑑 2隻×2船
現行1隻

灯船 2隻 現行 2隻 現行1隻 2隻 2隻 現行1隻 2隻 現行1隻 2隻 現行1隻 +2隻
用 l皇 団 1豊 国

(2船団）
漁

翠韮盤 益基盤 車韮鉛
船 2隻×2船 現行3隻 3隻

運搬船 2隻 現行
回 共同利用

2隻 現行2隻 2隻 1釜 2隻 現行2隻 2隻 ユ豊 2隻 1釜
共同利用

現行

現行1隻 現行1隻 現行1隻
主

船団 5＝キ4隻
2船団グループ

5＝キ4隻 5＝辛4隻 5＝キ4隻 5＝争4隻 5＝争4婁
2船団グループ

な 10＝事9隻 9＝辛8隻
甑

漁網・漁拐機器の
絹船運鍛船兼用

組 網船 安盆性居住性向上 船首ブリッジ聖 漁獲物船内凍結 安全性居住性向主 冷海水製造 ？？ーへ.'jト氷・冷海水
み 軽量化

製造
内 生
得＠句烏 産 灯船 ？ャーへ鴨川氷製造

作業艇J苦載型灯船
網船からの冶海水 鮮魚＋活魚の運繊 魚鵠容積の最適化 ？？ーへ．汁氷製造

開
運搬船

灯船運搬船兼用
運搬船共同利用

灯船運搬船奇襲用
補給 方式 高性能冷海水装護 運搬船共同利用

連 冷海水循環システム

その他 高度衛生管理 集ゆ的二ユ－jlj~
法箪船集φ導入
主機関共通化

一気通貨型衛生管理
フィヲジz車.'J7＇氷賜

流通関連 大型3げ7水揚
川ーへ‘vト氷利用

船内凍結Z製品販売 高度衛生管理市揚 各地浜プラン連携
一時計，，販売 保冷方法の多機化 保冷能力伺容器利用

差別化販売 貨殖用種苗販売 種苗の浮上販売 による氷揚・選別
との連携

作業の分離

その他 強度資源管理 強度資源管理 強度資瀬管理
強度資源管理 強度資源管理 強度資源管理

強度資源管理
安盆苅策強化 安全対策強化 安全対策強化

東海震海・西部
東海黄海・西部

東海欝海・西部

操業海区 日本海 東海黄海
東海黄海

東海黄海
日本海

九州西部 東海黄海 日本海
北部太平洋 ゆ・北部臼本海

北部太平洋
北部太平洋

北部太平洋
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実証船

期間

取
組

事
環

収益住

内容

隻重量合理化による経質削減
〈灯船削減〉

省エネ運航体制の確立

運搬船31t体制による高鮮度出荷

運線全鉛の高度露首主管理
(E U輸出取鮫漁船聾録）

改箪型車商船（199トン型〉 導入

改￥型灯船望書舟運蛾船導入

L EO;J<CIJ集魚灯~J.7h導入

大型3汚？事.,n利用による水錫

実証期間を完了した計画の主な結果
（遠旋組合地域協議会〉

※結果： O計画通りの苅果を礎諒された事項・ A計画通りの妨累が確認できなかっ正事項

1s計画 2号計画

第81天主丸 2船団グループ〈第81大栄丸・第23大栄丸〉

H21.1.7～H24.1.6 H23.4.1～H27.3.31 

結果 結果※ 内容 結果 結果※

現状より削減されたが計iii値には歪らす ム〈修縫賓が計画値を上回った〉
遣隊総共同利用によるグ＇~グ操業体制 運舗~.a：積書店紛率の向上 。

11%の省エネ1じを達成〈計画7%削減〉 ム

北部太平浮海区では有効性を縫認 。 経費は現状を8%下回り計画を2%
隻数合理｛じによる経費削減 上回った 。
（運強船削減〉 燃油消資量l~l現状を21%、計画を16%

東海黄海海区等では＋分な実誌に歪らす ム 受lこ減少した

。;,¥'-1¥.＇卜氷剥用による漁獲物保冷 冷却能力の認さは確認されたが、隼産隻
改2草壁灯船兼用運搬船を鐙録 月予hの導入と付加価値化販売 販売露共に計画値を大幅に下回った ム

。~1匡型網トン船型湾入 199トン1居申級建での船首総梅タイプ 。2・4§計画でち199トン型繰船導.：；.... (199 111甲緩船首船橋
は以降の同船型の標準型となっていあ

タイプ）

3~計画でち費費用船導入 。
リニ）－jl/lrlこ5年聞を表しただめ、計画期間 ム

継続使用船（8隻〉に対するリこ3・i11¥< φの修繕費量削減妨察la:図れなかった

耐久性に優れていることを縫認 。対策による以降の修総費削減と漁
総の憲章続的使用

予見的な保守修繕の実施が事按防止や。 業界全体の漁船老符化対策の縫進に反映 。
地場内主要市燭において運用が銘大 された

i室証5年間の平均償却前到益｝従前 ・計画を上回つ疋 仁実証塁年目の償却歯車i益｝従前を上回2だが‘計画を下回った

（口 本計画の取組略に反映され吋事項
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本計画の位置付け

計画対象とする操業形態： 東シナ海南部海域を主たる漁場とし、現行135トン型網船を用いる操業形態

現行網船 主だる漁湯
他海区との併用

出漁半II断 州湯温灰 （全対象魚〕

東シナ海南部海援（遠浮型）
漁場形成 太平洋（ザ！.~~ イワシ）...........・・.................噌...毒事事噂噂噂噂晦噂噂毒事噂噂噂噂噂噂噂噂...’H’H’H’...............

｛也海区操業なし

東シア海南～九~·111~じ（遠津近海併用型〉
計画出漁 太平洋〈ザn~ .！...........・4・・嶋崎．噂噂噂噂噂噂噂噂噂噂噂噂噂噂噂噂噂噂噂噂噂.........’H’H’H’H’H’H’H’H’H’H’...’H’H’H’H’H’H’.......... 

135トン型 漁場形成 太平洋くすIf) 

九州北西海域（中～近海併用型〉
計画出漁 太平洋（妙3・.＇－ff.イワシ〉

他海区操業なしく将来的には償討〉

九州北～日本海海減〈近海～日本海型〉 計画出漁 日本海・太平洋〈ザ｝＼＇イワシ〉

80トン型 九州西部海域（近海主体〉 他海区操業なし

現状の課題に苅する本計画での主な取り組み〈グランドデザインとの関係〉

課題 ク‘フンドデザイン 本計画での取組み対応

経営コストの削減 船団体制のスリム化 A 
5隻53名体制から4隻48名体制ヘスリム化
（灯船1隻を削減〉

漁場と資源の有効利用 漁場と資源の有効利用 B 
東シナ海主体を基本に
資源状況に合わぜた北部太平洋への出漁体制も整備

操業の効率化 附属鉛の共同利用 c 3船団による運搬船の共同利用（東シナ海〉

乗組員対策
将来的な葉組員確保 D 居住性、作業性を向上しだ政革~綱船・灯船の導入

就業者確保・人材育成等 E 計画的な就業者の確保・育成

流通・販売に関する G 改革型運鍛船（4号計画）の有効利用

事項
再整備する魚市場との連携

船員・陸上職員・魚市場関係者による漁獲物の再評価H 

6 



これまで認定を受けだ計画（1～8号〉と本計画（9号〉との取組み事項の関係

計画番号

4寸志向
改革型漁船の導入
…ゐ必－（－1"991三7言E時~＇）·－·.. -・-・-...... •••.••• • .............. －・－・－・－・・一一 一一一 日 iδ「・・－・rcs-・r・.. ・・・・-r .. -・-・r0「

灯船（作業艇港鍛〉 一一一 I I I lol I ！ア
船団体制のスリム化

……空ヲ予讐！初日奴~~9.?.誇·~~腎？....・－－…~·.. ~· ...................…H ・H ・－一・…H ・H ・－……H ・H ・－…H ・H ・........!. ...・..l ...... l..O..l.Q.l.Q . .l.O.l.Q . .l.O.l.ゑ
附属船の共同利用

運搬船の共同利用

主機関、漁勝機器、漁異の共通化や最適化

主機関の共通化

機動力の確保による漁場の有効利用〈主に遠津・沖合域の操業形態〉

安定的な漁獲が馬込まれる北部太平洋海区ヘ出漁

作業性・居住性の向上

国際基準に準拠した政革型漁船の導入

就業者確保・人材育成等

各種安全講習会に参加し、安全意識の向上を図る I l. I ! J_Q O l O I QJ~ 
10年後を見据えた人材・資格者確保対策の実施 I I ! i I I I IOI@ 

より高鮮度を保持した鮮魚の隼産

冷海水循際システム！こよる漁獲物保冷

魚市場における水揚形態の改善効率化

一…廷語説説伝説場思議議議説踊E語函工婦二仁i二1＝~u;1~.~：］.コごと医~！
産地および流通販売側との連携

…・…・議語通逗7説話色五平二万七~E伝説j記＂＂（j石－~it）－·……「ア了一了δr--r·.. -1…了一一雨
資源、管理対策

クロマグロ宋成魚の強度資源管理

興
巳ヨ内申頂自大事項

9 8 7 1 ! 21 3 

経営コストの削減

。。
操業体制の効率化

。
。

。

＠ 

10 

010101010101010 

ーーマーーマー…
l I 

漁場と資源の
有効利用 。

乗組員対策

生
産
に
関
す
る
事
項

漁獲物の
倍加価値化対策 一γ－・－r-'"roT－寸

漁獲物の
付加価値化と

衛生管理高度化

関流
す通
るに・
事販
I頁 売

7 
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清営コ云トの削減｜
｜取組記号Al

〈船団体制のスリム化〉

現状5隻53名体制 ，，－一一」 改革計画4隻48名体制

回目船〕
135t 

I ［~ 5 ~d〕 〉

I ~ ＞ ←ー

｛運搬船〕

300 t級

｛運搬船〕

300 t級

船 種

綱船

灯船

灯船

運搬船

運搬船

合計

）ーし一一一一一＿＿!J ir；；示通：）－~－－·
~~ : 改革型漁船導入 ·；~； : f ---------; / :1 (i!ll~'l!i1:1船〕’ t ;i 1 50 t級作業艇JS載

1. ....... －ー

現 状

トン数

135トン

85トン

85トン

30 0トン手投

30 0トン手投

5隻

【運搬船勺

300 t級

現行船利用（当面〉
判 集魚灯訟備的DDC逢搬船費雇用灯船〉

乗組員叙

23名

6名

6名

9名

9名

53名

｛運搬船〕

300 t級

改革計薗

トン獄 乗組員毅

199トン
1層甲板型 21名
（改革型）

150トン級※1
c::::== 

作業艇活載型 9名※2

(?.!;J革型〕

30 0トン級 9名

30 0トン級 9名

4隻 48名

人叡増減

.A.2名

.A.3名

一

一

.A.5名

※11 55トン型を予定〈設計段階〉 ※2作業艇従事者3名さむ

8 



市営コストの削減｜
｜取組記号Al

〈船団スリム化による燃油消費量・修繕費の削減〉
・燃油消費量削減計画

種 現状値
改革計画

計画題 算出根拠

常時 607ki! 668ke 
同船型であるT号計画・ 2号計画・ 4号計画（199トン1層甲板裂）の

実証実績を基に現状値＋10%で算出

n 388ke 
668ke 

悶船型である4号計画（155トン型）の実証実績を基に改革型鏑船

( 199トン1層甲板型）と悶数量で算出
灯 船 396ke 

運 搬 船 1. 1 3 7ke 1. 1 3 7ke 
現状値

運 搬 船 1. o 1 7ke 1, o 1 7ke 

合計 3. 545ke※ 3. 490kt' 企55kl!

※東シナ海南部を主体に操業する船田の過去の燃油消費量は年間約4000～5000K E司近年は省エネ苅策が進んでいる〈自助努力による適正運転の励行など〉

・｛I多繕費削減計画

船 手重 実績（過去5年平均）※1
計画 算出根拠

綱 船 60百万円 27百万円
同船型である1号計画・ 2号計画・ 4号計画の実証実績

を基に算出※2

灯 船 22百万円
23百万円

同船型である4号計画の実証1年自の実績にφ間検査・

灯 船 23百万円 定締検査を考織して算出※3

運 搬 船 50百万円 50百万円
現状値

運 搬 MH 48百万円 48百万円

合計 202百万円 147百万円 企55百万用

州 通常の保守修繕費（リニュー？ル工事費用は際く〉
※2 1号計画5f手合計135百万円・平均27百万円、 2号計画5年合計133百万円・平均27百万円、 4号計画1年目克復15百万円
※3 4号計画1年目実績20百万円、申間検査約5百万円、定期検査約10百万円

9 



市営二ーストの削減｜
｜取組記号Al

〈船団スリム化による人件費・燃油費・修繕費の削減〉

《 経営コスト削減男込 》

現状値 計画値

人件費 437百万円
最適化

395百万円
53名→48名

燃泊代 241百万円 237百万円

船団合理化

修繕費 202百万円 147百万円

合計 880百万円 779百万円

〈削減の算出根拠〉

O人件費＝今一般船員1人当たりの平均＠8, 239千円×5人分

。燃料代当直近3ヵ年平均値の68円／。

0修繕費＝今過去5年平均値から合理化する灯船1隻分

増j威

企42百万円

•4百万円

企55百万円

企 10 1百万円

経営コストに占める割合の高い人件費※．燃油代 ・修繕費の削減を図る
現状66%＝今改革57%（目標）

※船員1人当たりの給与水準は維持〈人件費には給与・福利厚生・寅糧費等さむ〉 10 



（トン）
1,500 

1,000 

500 

。

漁場と資源の有効活用
｜取組記呈B_j

（資源の来遊状況に応じた他海域への出漁による収益安定化〉

東シナ海における月別海獲量の傾向

一←平成24～28年平均 一←平成19～23年平均 出漁海域 ：北部太平洋（三陸沖〉

出漁時期： 10～~ 1月頃
〈東シナ海の漁獲量が近年恒迷する時期〉
〈三陸～常磐沖では近年資源状況が安定〉

※収益確保が男込める漁甥形成が
発生した揚合

秋季の漁獲量 ｜対象魚種：サパ類主体
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 が怪迷傾向

日本遠浮旋絹漁業協同組合統計

・11月期水湯苅比

東シナ海
北部太平洋※1

（現状実績平均値）

水揚量 〈トン〉 710 2,117 

水揚金額（干円） 116.440 143,956 

販売諸経費（千円〉※2 18,053 17,386 

差引収益（千円〉 98,387 126,570 

※1 当該；軍区操業船における、実証船と同条件（使用する運繊船が1隻〉 の操業船11隻の平均値

※2 販売手数料・ 荷役選別料 ・精代・氷代

差 額

1,407 

27,516 

企667

28,183 

11 



トDX組a~雪[C_J
｜ 操業体制の効率化対策 ｜ 

（運搬船の共同利用による出荷効率の安定化〉

共
同
利
用

（
積
み
合
わ
せ
グ

を
実
施

A船団体計画〉

』 A 目必昆ょ

A卒、 二ー－ー

~温，

－~－－－－ 

状現

_.J.』~

－~』M「ーーーーヰ戸当ー’

C船団C雌i亘

－~ 

同様の操
業形態の
船団間で
運搬船を
共同利用

船
団
単
位
で
の
運
搬
船
利
用

※基本とする船田は現状聞で操業位置等の状況に応じて実施を判断

還繊船1隻あたりの年間運行状況比較〈現状の漁傷形成・操業実績を塞にシコミレーショツ試算〉

現状 計画試算1直※ i営 ：戚

積載量 64トン 74トン 1 0トン

運行回鍛 71回 61回 企 10回

12 
3船団での運搬船の共同利用により出荷刻率の安定化を図る

（出荷1回あたりの積載量＋ 10～15%) 



｜ 操業体制の効率化対策 ｜ 
（漁獲物の積み合ゼイメージ〉

｜取組記霊乙］

• 
"" 

ζコ

~ 

‘’ • ' 

~ 

。：ど
各船団の所属運搬船に積載・出荷

計画

ζ二〉

。8

， 

司，

． ． 
操業海区が近わ船団による積み合せ出荷
※図は8船団とC船団による積みあわぜ図となっているが、
A船団とB船団による穣み合わせもある

操業位置・魚種・漁獲量等により積み合わせを判断（漁機長間の連携。陸上との情報共有）

， 

13 



改革型網船

．」・a句”

白骨i輔輯静ら
項 目 現 行 船

総 ト ン数 135トン

登録長 し 38.00m 

。言 8 8.10m 

引ーモさ D
3.31m 

喫氷 d 2.90m 

搭載人 員 震大28名

網置場面積 80.56rri 

政

I乗組員対策］
（改革型漁船の導入）

~も ．

革 船
項 目

199トン
総 ト ン獄

38.70m 
登録長し

8.85m 
ti B 

3.65m 
深 さ D

3.20m 
喫水 d 

最大24名 .L... 

搭載人員
現行と悶規模

｜取組記号DI

政革型灯船

臼岨且且斗Biι問。
..J!,lllJ.ぷ＂＂＇＇＂＂

日 噛 A

組:i:tlW鹿島

JG.Iし

現 1玉 船 政 革 船

85トン 150トン級来

34.95m 43.20 rn 

6.38m 7.80m 

3.15 m  3.70m 

2.70m 2.90 rn 

最大9名 限大9名

※155トン型を予定〈設計段階）

ヰ4





｜乗組員対策｜
（人材確保の取組み〉

I取組記号El

現状課題①： 定年に達する乗組員獄の僧加への対応

（事例） 60歳以上 15歳～19歳

55～59歳

今後10年間の内に定年に達する
該当乗組員が全体の約4割を占める

40歳～49織

現状は平均して新規就業者よりも退職者叡が上回ることから
人材確保対策の強化が求められる
・目標： ：年間4名 （現状十1～2名〉

新規就業者サポート

「男て覚える」
から

「按術指導 ・標準化」ヘ

リクルート活動の拡充 〈次頁〉

座学

在職年齢層 割合

15～19歳 2% 

20～29歳 10% 

30～39歳 14% 

40～49歳 19% 

50～54歳 19% 

55～59歳 28% 

60歳以上 9% 

く近年の新規就業者鍛と退職者毅＞

平成24～28年傾向（平均）

2～5名／船団（3名〉

3～6名／船団（4名）

くまき旋網漁業手法～船団構成～船種について〉
元・漁携長の講和

船員手帳作成等の棄船に係る手続き研修

ロープワーク研修

ロープワーク研修
網棟梁による漁網説明及び網補修実習

料理実習
i；；割

~ 6 



リクルート活動の拡充

一栄
一伽

iπ
コ
一
叩帆

4
Vハ
一
泊
川

一貝一
U
W

組
一面

一東
一材一人

積極的に各学校を訪問し、新規就業者を募る

1月 12月 I3月～4月 5月 6月 7月 8月 9月 110月 I11月 112月
新 求 各

規 人 高
就 活 校

帰 業 動 帰
省 者 開 省 企

時 研 始 時 業

期 修 期 ヘ

! 鈎1週間 Iろ
応
募

L・ー・ー－－－－－－－ーーー・－・－＂

｜取組記号E l

．．
 ．
 

自社パンフレットを製作し、漁船員を募ると
共にまき網漁業をPRし周知を図る

求人活動時に各学校・企業・固体に配布

会社のホームページを立ち上げ、 I f ＇~ 
九州圏外からも新規就業者を募集。 I ！パn

．
 

．．
 

求人広告を定期的に新聞折り込みチラシとして I I 業界全体での漁業PR・ガイダンスの取組み
離島を中I~＼に配布 I I （漁船乗組員確保養成プロジェクト〉

17 



課題② ：有資格乗組員の減少への対応

く退臓者推移例： A社（3船団を経営〉＞

（♂年退職者叙）
肉、青空 J

ア名

4名

3名

． • 
3名 3名

く近年の資格者取得例 CA社〉＞

機関部免状 ー
取得者

3 

~＝ ~_jog Vog -
H24左手 H25年 同26年 H27i李 H28年

j_]JI組記豊＿E_I

｜乗組員対策｜
〈資格者・幹部船員育成の取組み〉

安定的な育成苅策

近年O～7名／年
（不安定）

日標：安定的※な首成

年間2名以上／船団

0笥

今後10年聞の定年を迎える乗組員 53名

内、有資絡蓄となる乗組員 37名

4コア
定年を迎える乗組員の 69%-Jj唱資格者

有資格者育成に向けて

く海妓士講習参加における問題点＞

・年間の限られだ期間・場所での開催
・講習に｛系る費用が高額〈講習費用のほか滞在費等）
．下船中にあ、ける収入不安
・下船中の人員配置〈人叙の余裕が少ない〉

社内補期制度により経済的不安を軽減〈既実施中・継続）

海妓土講習会への積極的参加を実現

｜講習中ちアドバイスやメンタル面でのサポートを実施 l



｜乗組員対策｜
｜取組記号Fl

（安全運航の徹底 海難事故ゼロヘ向けての活動〉

安全運航チェックリスト
による安全点機

「出漁中」及び「荒天準備」の点検
項目による安全確認及び対策の実
施。
＝今航海毎に全船船長が実施し、

入港時に事務所ヘ提出している。
各船船長主体に注意喚起し、事故

防止に努める0

竺：；；；；｜璽1
~！~議議ま~r：愛知

．・ささ？？ 躍さ
・・同．．． ．”・・・・
··－~－ 一一一－． 
－－－－ 
ー＋一一一ー一一一一一…ー一一．ー．

まさ網・以西底曳網海難防止講習会
ヘ積極的に参加し、海難事故発生状
況及び安全対策等の周知徹底を行う
事で安全操業への意識的け、緊急時
の対応能力向上を図る。

漁業力イゼン講習会への参加

漁業の労働環境の力イゼンや海難の
未然防止などの知識を持った「安全
推進員Jを養成する。
「安全推進員」の働きで、各地域の

漁船の労働環境改善などが推進され
海難事故の減少を目指す。

，．．．．． ， 
... 申ttl!Oo7－：＞骨ポイシト

19<!膚ヨR・....，，タリヌト

岨•n--••

－・・・刷A・・・...・H・，.，.. ~－ 

••11•r-1•、..

p・・．”・骨一 一・ ・・｝ ら

...‘．．，．． 田・・．崎
．”一書

園
Jiil 

安全意識の向上と船舶災害ゼロの就労環境を構築
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｜漁獲物の｛初出面値付けと衛生管理高度化｜

〈改革型運搬船の共同利用〉

現 状 l・・・ 4号計画実証船専属で運航

目〉
所属網紛のみ積込

計画

II ? 
””~－－J·、、3

5こ，，－－－－－－－－，γ （漁獲物の高品質管理〉

漁獲物の積み合せ※

※基本はB船団、状況に応じてA・C船団からも積み込む

｜取組記号GI

衛生管理の高度化

を図つだ
魚市場ヘ水揚

供給の安定化
1回当りの水揚増

消費者

安全安J白な水産物供給

改革型運鍛船の共用により高昂質管理漁獲物の供給の安定化を図る
20 



｜ 漁獲物の付加価値付けと衛生管理高度化 ｜ 
（改革型運搬船の概要 ：4号計画により導入）

｜取組記号GI

＜漁獲物の高鮮度管理＞ 回
改革型i軍紛鵠員立立造草間託昼諜之るZ牟

｜冷水循環ライン図卜制

くシステムの脱明＞

魚締内の用水平犠差の吋Rを無くす

知館内の島問よ下回でゐ品企のムラが
無くなる I , 

t:" I 

トン獄

魚錨（111・〉

339トヱノ ~こン級ピ：寸m~ラlll'd 冷 水3魚 崎

氷 3魚 崎

空 1魚締
49ア111'

魚鈍〈獣〉

漁獲物積込〈トン獄〉

8

一
ン

一
ト8

 
0
 

2
 

ー－12－ー

E U輸出取扱漁船登録基準※

による衛生管理の高度化

※登録取得済
21 



｜漁獲物の付加価値付けと衛生管理高度化｜
(4号計画改革型運搬船の有効利用〉

改革型運搬船（4号計画〉の実証実績

1回当たりの水揚量グラフ
2αコ

150 

100 

50 

。
実証2年間で127回運航震大水湯量207トン・最小水揚量5トン

月別水揚推移表 単位

4月 5月 6月 7月 8月 9月 1 0月 1 1月 1 2月 1月

実 運航回鍛 3 6 5 5 6 6 8 8 7 4 
証

水揚量 251 451 459 193 287 597 368 399 379 319 
年
目 平均 84 75 92 39 48 100 46 50 54 80 

実 運航回数 5 5 5 ア 7 5 6 5 8 5 
証

2 水揚霊 585 475 317 294 198 194 549 541 394 227 
宝E
目 平均 1 1 7 95 63 42 28 39 92 108 49 45 

1回あだりの水揚量にパラつきがあり、供給量が不安定

｜取組記号GI

回獄は回、その他はトン

2月 3月

4 

301 

75 

6 

379 24 

63 24 

22 



凶瑚記号上iJ
｜ 漁獲物の付加価値付けと衛生管理高度化 ｜ 

漁獲物を水揚げしている最中、
陸上職員と現物を男ながら
漁獲物の身のハリ具合を確認。
運搬時の細かな作業報告〈運搬
状況や沖の情報〉ち行って
いる。

一
一
一

一

一

市3平日E

（漁獲物の再評価〉

名 魚市場
H。

唱向島

内容報告

水鱒食事由 ｜ ｜万円

計 l ｜平均単価 ｜ ｜内

軒惜《s・3 • 1》 色後 《s・.z 1》 担（s • 3 倉 1)

ltlt·•• (>. 3 宮 E》 繕酋 《s・3 z 1》 九み（.‘S z 1》

エ吻有無小’h《s・.z 1》 ア；（.. 3 z 1》 梅干・8子耳5・焦（.・ 3.，】

車産lJll>'t、（~・ :J.＂ 震》色＇.） ＊t，・ ；含・’t】 セリ；6見・ 3・~《$ ‘ ’ • 1)  

漁獲物の中身を開き、鮮度や脂身状態
・餌喰い状態を魚市場職員と共に
確認している。
其々の原因を乗組員の情報と合せ
総合的に倹証。
得た情報を次回の漁ヘ繋げる。

23 



L取組記呈 1_J

｜太平洋クロマグロ未成魚の強度資源管理l
〈太平洋クロマグロ未成魚、の漁獲量削減〉

8を。 1帥 160 ・’E。 ー帥

←太平洋クロマグロ回避図（国際水産資源研究所資料より引用）

崎・E忍繋謀長丸 一 →河咽・・rl・0
東シナ海～九州北西海威力T宋成魚の回避経路のーっとされる

2014年WCPFC（申西部太平洋まぐろ類委員会〉および我が国の管理方針

0親魚資源量〈約2.6万トン）を2015年からの10年間で歴史的中間値〈約4.3万トン〉
まで回復させることを当面の目標とする

• 1ヒ輸的高密閉町二押帽する蝿暗 ℃… -co I .;. _j ~y 
I 民柏崎埠密度ι押柑ずる靖Ill (WCPFC盆体で9,450トンから4,725トン、うち我が園がB.015トンから-I，成量tr>悶滋雄鵠

..... 惨舟出品め包通帳嵯拘
4.007トンに副j成〉・9食店余曲《棺F》聞帽幌開

、，。 ’刷γ －・。。 ・12。 -60 

大中型まさ網塗峯E主益 金口豆空豆ま盛盤濫獲量の強度管理実績 （九州｜西・日本海〉

内容・漁獲上限量 漁獲実績 傷者

基準値（WCPFCl 2002～2004年平均 4.500トン

管理前実績憧 2005～2009年実績 6.100トン 基準値には26.3%の削減が店、要

年（強度管理） 漁獲上限量 漁獲実績

2011年（2010.10～2011. 9) 4.500トン（02～04平均〉 4.239トン

2012年（2011.10～2012. 9) 4.500トン（02～04平均〉 3.234トン

2013年（2012.10～2013.12) 4.500トン（02～04平均〉 1,649トン

2014年 3.825トン（02～04平均×15%削減） 3.407トシ

2015年 2.000トン（02～04平均の半減以下〉 812トン 九州西・日本海・太平洋

2016年 2.000トン（02～04平均の半減以下） 923トン 九州西・日本海・太平洋
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参考資料

硯状

水揚量 9.651 

1号計画 水揚高 1.304.190 

償却前利益 68,540 

水揚量 15.900 

2§計画制 水揚高 2.353.200 

償却前利益 156.594 

水揚轟 11.045 

3号計鴎※Z 氷j嘉高 1.534.906 

償却前利益 194,384 

水揚聾 10.881 

4号計画※3 水揚高 1.536.429 

償却前利笛 205.419 

※1 2船団9隻体制によるグループ際業
※2 3：¢自Jd:4月から2月実績
※3 21:手目Jd:4月から2月実績

｜経営コストの削減｜
〈遠旋組合地減協議会における実証実績〉

実証実績

1年目 2年目 31'手自 4年目

7,773 10.778 8.977 8.219 

1.355.370 1.311.181 1.402.291 1.472,707 

291.934 226.665 139.811 269,199 

16.391 14.249 13.820 16.782 

2.243.210 2.016,032 2,146.403 2.213.042 

221.939 •6.390 22.652 124.778 

8.984 8.083 (9,980) 

1,638.963 1.038.935 (868.152) 

208.389 i.63.978 

8.152 (9.532) 

1.320.899 (1.436.859〕

243.617 

l ~組量豊A I 

〈単位：水揚撃はトン、その他は千円）

現状対比
5年目 平 均

7.174 8.584 89% 

1.306.532 1.369.616 105% 

65.121 198.546 290% 

17.437 15.359 97% 

2.145.820 2.152,901 91% 

268.625 126.321 81% 

8.535 77% 

1.338.949 87% 

72,206 37% 

8,152 75% 

1.320.899 86% 

243.617 119% 

改革型漁船導入による1隻削減した操業体制でも収益の確保は出来ている
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参考資料

年間消費量（KL)

燃油費〈千円〉

平均単価〈円／L)

｜運搬船の共同利用によるグループ操業｜
(2号計画における燃油消費量険証結果〉

混状 計画
1年自 2年目

実証結果

3年目 4年目 5~事目

8,570 8,000 7,031 7.062 6,740 6.298 6,450 

617,040 576.000 538,696 558.906 574,259 531.157 380,656 

72.0 72.0 76.6 79.1 85.2 84.3 59.0 

船別燃油消費量 〈単位： Kし〉

1年目 2年g 3年目 4年目 5年目 5年平均

絹船A 744.4 713.1 657.4 688.3 619.2 684.5 

灯’b‘A 550.1 492.0 445.3 438.2 442.2 473.6 

灯晶、B 521.1 516.5 478.6 422.5 489.0 485.5 

網島、8 838.7 815.6 748.3 734.8 720.6 771.6 

灯船C 498.4 506.5 434.9 409.0 435.5 456.9 

灯船D 517.5 502.2 450.4 388.3 470.1 465.7 

濯機船A 992.4 1,014.5 1,016.0 848.0 915.3 957.2 

運繊船B 1,173.4 1.225.5 1.197.0 1.150.1 1.098.8 1,169.0 

運機船C 1,195.4 1.276.6 1.312.0 1.218.5 1,259.0 1,252.3 

合 計 7,031.4 7.061.5 6,739.9 6,297.7 6,449.6 6.716.0 

L E強目記号C J 

5年平均
現状比 計画比

6.716 78% 84% 

516.735 84% 90% 

80.0 

運搬船の共同利用によるグループ操業を行うことにより省エネ効果が実証されている

6 



参考資料 Liii組記号L_D_j

｜長組員対策｜
〈遠旋組合地威協議会における居住・作業環境の改善実績〉

。これまでの実証船（本計画同船型のみ記載〉
〈単位：凶〕

現行総 改革船 増減

作業面積 1 66. 00 一
1号計画

居住面積 一 1 06. 25 一

199トン 作業面積 1 44. 7 6 200. 69 55. 93 
2号計画 一層甲板型

網船 居住面積 1 28. 07 1 48. 5 7 20. 50 

4号計画
作業面積 1 2 8. 0 0 175. 00 4 7. 00 

（綱船〉
居住面積 1 39. 03 1 46. 72 7. 69 

II 155トン
作業面積 1 3 9. 1 0 1 49. 60 1 0. 50 

〈灯船〉 型灯船
居住面積 68. 76 96. 73 27. 97 

改革型漁船導入により居住性 ・作業環境の改善は図れている
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参考資料

｜ 網船23名体制 ｜ 

｜改革型漁船21名体制 ｜

｜乗組員対策｜
（網船人員配置比較）

｜取組記号DI

UEEER . .D.広 且
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参考資料 ｜取組記号ml
｜；乗組員対策｜

（作業艇搭載灯船人員配置比較）

I現行船 ｜

傘
幅
四

台

＆

w
hr 

」bl:

｜ 改 革 型 灯船 I 
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参考資料 ｜取組記塁GJ 
｜ 漁獲物の付加価値｛刊と律注管理高度化 ｜ 

（再整備する魚地湯との連携〉

u
L刊

緑
川
満

民
同

m

y

綿
一
品－

 
まさ網漁業エリア工事予定 （※I～Nに分割し三て工事）

より高度な衛生管理に取り組む為に
I必要な魚市場関係者の衛生管理意識の
高湯を図ることを目的とし、平成23年度
～平成32年度の10年間に整備を行う。

c Bの衛生管理体制を構築

平成29年3月時点
解 1本 本 工 事

開 。台 7'f; 、 了 開 始 信ア金ll 了

平成28年3月10日 平成29年3月17日 平成29年3月 平成30年3月

II ・ill 平成30年7月 平成30年12月 平成31年1月 平成32年3月

IV 平成32年7月 平成32年11月 平成32年12月 平成34年3月

順次、併設裂の建物へと改築
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